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　平成26年度は第12次東京労働局労働災害防止計画（平成25年度～29年度）の2年
度目（２nd Stage）です。
平成22年以降、３年連続増加した労働災害が平成25年は減少に転じました。引き続き、

“Safe Work TOKYO”をキャッチフレーズとして、災害の減少傾向を確実なものとす
べく「安全・安心な首都東京の実現」に向け「官民一体」となった取組を推進いたします。

第12次東京労働局労働災害防止計画
【基本目標】

①死亡災害 …………………… 過去最少の53人を下回る
②休業４日以上の死傷災害 …… 8,000人を下回る

【小目標】
①建設業における死亡災害 …… 過去最少の20人を下回る
②行動災害による死傷災害 …… 死傷災害全体に占める割合の減少
③第三次産業における取組 …… 重点対象業種のすべての事業場における経営トップによる
 安全衛生方針の表明
④メンタルヘルスへの取組 …… 安全衛生管理体制の構築が必要なすべての事業場で
 対策に取り組む
⑤熱中症による死傷災害 ……… 計画期間中の合計値を第１１次労働災害防止計画期間中と
 比較して20％以上減少
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　　　※平成23年は、東日本大震災を直接の原因とするものを除いた数
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（年）

<資料>死傷者数は平成14年までは労災保険給付データ、平成15年以降は労働者死傷病報告
　　　　 死亡者数は死亡災害データ
　　　※平成23年は、東日本大震災を直接の原因とするもの（死亡5、死傷55）を含んだ数
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1 労働災害による死傷者数の推移（休業4日以上）

　東京の労働災害の死傷者数は、長期的には減少傾向が続き、平成21年は
9,101人となりましたが、平成22年から3年連続で増加しました。
　平成25年は前年と比較して143人（1.5％）減少し、9,639人でした。
　また、死亡者数についても死傷者数と同様に平成22年から増加に転じました
が、平成25年は前年より28人（34.1％）減少し、54人となりました。

労働災害による死傷者数の推移（休業4日以上）
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〈資料〉死亡災害データ
（注）運輸業：運輸交通業及び貨物取扱業
※平成23年は、東日本大震災を直接の原因とするもの（5人）を含んだ数

2 業種別死亡災害発生状況の推移
─ 死亡災害の約48％は建設業で発生、

第三次産業も高い割合を占める ─
　平成25年の死亡災害54人を業種別にみると、建設業は前年と同数の26人と
なりました。建設業の全業種に占める割合は48.1%と高い割合を占めています。
　一方、第三次産業（運輸業を除き、商業、接客娯楽業、清掃・と畜業及びその
他の第三次産業の合計）の割合も37.1%と高くなっています。建設業は10年
前と比較すると減少していますが、第三次産業は過去10年間では毎年変動は
あるものの減少していません。

業種別死亡災害発生状況の推移

過去10年間の業種別
死亡災害発生状況
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〈資料〉死亡災害データ※平成23年は、東日本大震災を直接の原因とするもの（5人）を含んだ数

3 事故の型別死亡災害発生状況の推移
─ 「墜落、転落」がトップ ─

　平成25年の死亡災害54人を事故の型別にみると、「墜落、転落」が18人で
最も多く、全体の33.3%を占めています。次いで「その他」を除いて、「交通事
故（道路）」が10人で18.3%、「はさまれ、巻き込まれ」が8人で14.8%を
占めています。

事故の型別死亡災害発生状況の推移

過去10年間の事故の型別
死亡災害発生状況
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〈資料〉労働者死傷病報告

（注）1.製造業には電気・ガス・水道・熱供給業を含む。   
　  　2.運輸業は運輸交通業及び貨物取扱業の計。
　  　3.第三次産業には労災非適業務を含む。
　  　4.その他は鉱業、農林業及び畜産・水産業の計。
※平成23年は、東日本大震災を直接の原因とするもの（55人）を含んだ数（以下同じ）

4 業種別死傷災害発生状況の推移
─ 第三次産業の発生件数がトップ ─

　平成25年の休業4日以上の死傷者数は、第三次産業が57.5%を占め最も多く、
運輸業が18.7%を占めています。
　過去10年間でみると、建設業及び製造業の割合は低下傾向にある一方、運輸
業の割合は高止まりの傾向にあり、第三次産業の割合はほぼ毎年増加し続けてい
ます。

業種別死傷災害発生状況の推移

過去10年間の業種別
労働災害発生状況
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（注）運輸業（運輸交通業・貨物取扱業）
〈資料〉労働者死傷病報告
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5 業種別・事故の型別・起因物別
死傷災害発生状況
─ 業種によって異なる死傷災害のパターン ─

　平成25年の休業4日以上の死傷災害を「事故の型」と「起因物」に分類すると、
業種によって特徴のある災害パターンを示しています。

（1）業種別・事故の型別（平成25年）
　事故の型別にみると、製造業では「はさまれ、巻き込まれ」、建設業では「墜落、転落」、運輸
業では「交通事故（道路）」、その他の事業では「転倒」がそれぞれ高い割合を示しています。
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（9.6%）

その他
28人（1.9%）

その他
760人

（13.5%）

その他
40人（4.2%）

その他
111人（6.2%）

その他
28人（3.7%）環境等

301人
（3.1%）

環境等
61人（4.1%）

環境等
193人（3.4%）

環境等
11人（1.2%）

環境等
41人（2.3%）

環境等
6人（0.8%）

動力機械
606人
（6.3%）

動力機械
227人

（30.3%）

動力機械
201人

（13.7%）

動力機械
166人
（3.0%）

動力機械
7人（0.7%）

動力機械
12人

（0.7%）

その他装置等
2,098人
（21.8%）

その他装置等
141人

（18.8%）

その他装置等
325人

（22.1%）

その他装置等
1,399人
（24.9%）

その他装置等
168人

（17.7%）

その他装置等
233人

（12.9%）

仮設物、建築物、
構築物等
2,676人
（27.8%）

仮設物、建築物、
構築物等
141人

（18.8%）

仮設物、建築物、
構築物等
426人

（28.9%）

仮設物、建築物、
構築物等
1,790人
（31.9%）

仮設物、建築物、
構築物等
163人

（17.1%）

仮設物、建築物、
構築物等
319人

（17.7%）

荷
660人（6.8%）

荷
39人（5.2%）

荷
45人（3.1%）

荷
370人（6.6%）

荷
143人（15.0%）

荷
206人（11.4%）

物質、材料
618人（6.4%）

物質、材料   
80人

（10.7%）

物質、材料
218人（14.8%）

物質、材料
266人（4.7%）

物質、材料
47人（4.9%）

物質、材料
54人（3.0%）

全産業
9,639人

建設業
1,427人

運輸業
1,800 人

その他の
事業
5,617人

運輸業のうち
道路貨物運送業
951人

製造業
750人

（2）業種別・起因物別（平成25年）
　起因物別にみると、製造業では「動力機械」（食品加工用機械など）、建設業では「仮設物、建
築物、構築物等」（足場など）、運輸業では「物上げ装置、運搬機械」（トラックなど）、その他の
事業では「仮設物、建築物、構築物等」（階段など）がそれぞれ高い割合を示しています。

（注）運輸業（運輸交通業・貨物取扱業）
〈資料〉労働者死傷病報告
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墜落、
転落転倒 はさまれ、

巻き込まれ
動作の反動、
無理な動作

切れ、
こすれ

交通事故
（道路） 激突

飛来、
落下
その他

平成16年
9,737人

平成17年
9,909人

平成18年
10,078人

平成19年
10,008人

平成20年
10,141人

平成21年
9,101人

平成22年
9,326人

平成23年
9,537人

平成25年
9,639人

平成24年
9,782人

1.636 1,953 1,184 705 478 525 1,1201,266 870870

16.8% 20.1% 12.2% 13.0% 8.9% 7.2% 4.9% 5.4% 11.5%

1,816 1,880 1,282 829 420 515 1,1851,199 783783

18.3% 19.0% 12.9% 12.1% 7.9% 8.4% 4.2% 5.2% 12.0%

2,003 1,930 1,368 769 475 546 1,0011,208 778778

19.9% 19.2% 13.6% 12.0% 7.7% 7.6% 4.7% 5.4% 9.9%

1,977 1,952 1,441 741 474 507 1,1281,045 743743

19.8% 19.5% 14.4% 10.4% 7.4% 7.4% 4.7% 5.1% 11.3%

2,051 1,868 1,448 765 521 494 1,0941,146 754754

20.2% 18.4% 14.3% 11.3% 7.4% 7.5% 5.1% 4.9% 10.8%

1,882 1,602 1,388 727 470 441 989953 649649

20.7% 17.6% 15.3% 10.5% 7.1% 8.0% 5.2% 4.8%10.9%

2,006 1,666 1,443 734 477 417 1,012905 666666

21.5% 17.9% 15.5% 9.7% 7.1% 7.9%5.1%4.5% 10.9%

2,104 1,690 1,402 847 441 469 1,052896 636636

22.1% 17.7% 14.7% 9.4% 6.7% 8.9% 4.6%4.9% 11.0%

2,125 1,644 1,417 862 541 455 1,017913 665665

22.0% 17.1% 14.7% 9.5% 6.9% 8.9% 5.6% 4.7% 10.6%

2,202 1,659 1,488 794 495 473 1,030922 719719

22.5% 17.0% 15.2% 9.4% 7.4% 8.1% 5.1% 4.8%10.5%

転倒
19,802人
（20.4%）

その他
10,628人
（10.9%）

激突
4,792人
（4.9%）

飛来、落下
4,842人
（5.0%）

墜落、転落
17,844人
（18.3%）

動作の反動、
無理な動作
13,861人
（14.3%）

交通事故（道路）
7,773人（8.0%）
交通事故（道路）
7,773人（8.0%）

切れ、こすれ
7,263人（7.5%）
切れ、こすれ
7,263人（7.5%） はさまれ、

巻き込まれ 
10,453人
     （10.7%）

全産業
97,258人

〈資料〉労働者死傷病報告

6 事故の型別死傷災害発生状況の推移
─ 依然として多い「転倒」、「墜落、転落」 ─

　事故の型別にみると、「転倒」による災害が平成18年からトップとなり、災害
全体に占める割合も高く、平成25年は「転倒」による災害が2,125人でした。

事故の型別死傷災害発生状況の推移

過去10年間の事故の型別
死傷災害発生状況

8



342 381 365 401 447 498 521
566 508 517 538

586 507 569
595 630 610 656 686 693

627

1,077 1,066 1,109 1,110 1,142
1,043

1,104

4,870

5,036
5,206 5,256

5,388
5,075

5,328

小売業

■ 転倒　■ 動作の反動、無理な動作　■ 墜落、転落　■ 交通事故（道路）

飲食店 社会福祉施設 第三次産業合計ビルメンテナンス業

16年 17年 18年 19年 20年 21年 22年

548

560
625

1,154

5,481

23年 25年24年

平成16年 平成17年 平成18年 平成19年 平成20年 平成21年 平成22年

（人）

（人）

1,117

812
731

383

731 758

1,391

866

479

788

1,379

917

442

781

1,421

925

427

736

1,387

889

335

743

960

389

1,506

811

974

400

1,543

719

980

423

1,607

平成25年

774

985

415

1,656

1,263

775

491

0

500

1,000

1,500

2,000

6,000

5,000

4,000

1,000

500

0

1,187

5,541
5,751

560

595

741

1,110

546

609
637

平成23年 平成24年

（注）第三次産業には、電気・ガス・水道業、運輸交通業及び貨物取扱業を含まない。
〈資料〉労働者死傷病報告

7 第三次産業における死傷災害発生状況

　平成25年の第三次産業における休業4日以上の死傷者数は5,541人で、前年
と比較すると210人（3.7%）減少しました。第三次産業の中では、小売業、
飲食店、ビルメンテナンス業、社会福祉施設の順に多く、この4業種で第三次産
業全体の52.4%を占めています。

第三次産業における死傷災害発生状況

第三次産業死傷災害の「事故の型」別推移
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墜落、転落
28人（4.4%）

その他
73人

（11.5%）
転倒
157人

（24.6%）交通事故（道路）
24人（3.8%）

動作の反動、無理な動作
48人（7.5%）

切れ、こすれ
192人

（30.1%）

高温・低温物
との接触
87人

（13.7%） はさまれ、
巻き込まれ
28人（4.4%） 

飲食店
637件

墜落、転落
122人

（20.0%）

その他
70人

（11.5%）

転倒
261人

（42.9%）

交通事故（道路）
6人（1.0%）

切れ、こすれ
17人（2.8%）

動作の反動、
無理な動作
88人（14.4%）

はさまれ、
巻き込まれ 
38人（6.2%）

高温・低温物
との接触
7人（1.1%）

墜落、転落
27人（4.9%）

その他
99人

（18.1%）

高温・低温物との接触
9人（1.6%）

転倒
172人

（31.5%）

交通事故（道路）
36人（6.6%）

切れ、こすれ
17人（3.1%）

動作の反動、
無理な動作
175人

（32.1%）

はさまれ、
巻き込まれ
11人（2.0%） 

社会福祉
施設
546件

墜落、転落
719人

（13.0%）

その他
875人

（15.8%）

高温・低温物との接触
176人（3.2%）

転倒
1,607人
（29.0%）

交通事故（道路）
423人（7.6%）

切れ、こすれ
407人（7.3%）

動作の反動、
無理な動作
980人

（17.7%）

はさまれ、巻き込まれ
354人（6.4%） 

第三次
産業全体
5,741件

ビル
メンテナンス業
609件

墜落、転落
131人

（11.8%）
その他
166人

（15.0%）

高温・低温物との接触
34人（3.1%）

はさまれ、巻き込まれ 
74人（6.7%）

転倒
319人

（28.7%）

交通事故（道路）
100人（9.0%）

切れ、こすれ
108人（9.7%）

動作の反動、
無理な動作
178人

（16.0%）

小売業
1,110件

　平成25年の第三次産業における休業4日以上の死傷災害のうち、最も多い転
倒災害の割合（29.0%）を業種別にみると、小売業で28.7%、飲食店で
24.6%、社会福祉施設で31.5%、ビルメンテナンス業で42.9%を占めています。
　また、飲食店では「切れ、こすれ」が30.1%を占め、社会福祉施設では「動
作の反動、無理な動作」が32.1%を占めています。

8 第三次産業における業種別・
事故の型別死傷災害発生状況（平成25年）
─ 転倒災害の多い第三次産業 ─
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土木工事
29人

（23.6%）

その他の
建設工事
19人

（15.4%）

123人

建築工事
75人

（61.0%）

123人
墜落、転落
62人（54.9%）

飛来、落下
9人（8.0%）

崩壊、倒壊
8 人（7.1%）

激突され
7人（6.2%）

はさまれ、
巻き込まれ
15人（13.3%）

交通事故 
6 人

（5.3%）有害物との接触
6 人（5.3%）

123人
動力機械
18人

（14.6%）

物上げ装置、
運搬機械
27人

（22.0%）

その他の装置等
13人（10.6%）

環境等
7人

（5.7%）

その他 
9人 

（7.3%）

仮設物、建築物、
構築物等
49人

（39.8%）

工事別発生状況

事故の型別発生状況 起因物別発生状況

　　建設業における過去5年間の工事別死亡災害発生状況をみると、「建築工事」
が75人（61.0%）と半数以上を占めており、事故の型別では「墜落、転落」
が62人（54.9%）と最も多く、起因物別では「仮設物、建築物、構築物等」
が49人（39.8%）と最も多くなっています。
　墜落の高さ別にみると、「5～10m未満」と「2～5m未満」が各19人と最も
多く、また、2m未満の高さからの墜落死亡者数も7人となっています。
　起因物となった「仮設物、建築物、構築物等」の内訳をみると、「足場」が19
人（38・8%）と最も多く、次いで「建築物、構築物」9人（18.4%）、「屋根・
はり等」6人（12.2%）の順となっています。

　年齢別にみると、50歳代以上が62人で
全体の約半数を占めています。
　経験年数別にみると、10年以上の経験
を持つ者が75人（61.0%）となっていま
す。一方、1年未満の経験の浅い者の被災
者も8人となっています。
　災害発生時刻別にみると、「9時から11時、
14時、16時台」に山ができています。

9 建設業における
過去５年間の死亡災害発生状況（平成21年から25年）
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２～５m未満
19人

（30.6%）

２m未満
7人

（11.3%）
20m以上
8人

（12.9%）

20m以上
8人

（12.9%）

10～20m未満
9人（14.5%）

５～10m未満
19人

（30.6%）

62人

足場
19人（38.8%）

作業床、歩み板
4人（8.2%）

建築物、構築物
9人

（8.4%）

屋根、はり、もや、
けた、合掌
6人

（12.2%）

その他
7人（14.3%）

49人

開口部
4人（8.2%）
開口部

4人（8.2%）

30歳代
23人

（18.7%）

20歳代
15人
（12.2%）

40歳代
19人

（15.4%）

50歳代
27人

（22.0%）

50歳代
27人

（22.0%）

60歳代以上
35人

（28.5%）

20歳未満
4人（3.3%）

123人

１～５年未満
27人

（22.0%）

１年未満
8人（6.5%）

30年以上
27人

（22.0%）

20～30年未満
23人

（18.7%）

20～30年未満
23人

（18.7%）

10～20年未満
25人

（20.3%）

５～10年未満
13人

（10.6%）

123人

（人）
 

18

16

14

12

10

8

6

4

2

0

1 11
2

1 1
0

3
4

6

13

15
14

6

10

14

10

13

3
2

0

2

0
1

0時台 23時台1時台 2時台 3時台 4時台 5時台 6時台 7時台 8時台 9時台 10時台 11時台 12時台 13時台 14時台 15時台 16時台 17時台 18時台 19時台 20時台 21時台 22時台

墜落の高さ別発生状況

年齢別発生状況

時刻別

経験年数別発生状況

仮設物、建築物、構築物別発生状況
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〈資料〉労働者死傷病報告

〈資料〉労働災害動向調査

10 事業場規模別度数率・死傷者数の比較
─ 中小企業で高い労働災害発生率 ─

　労働災害動向調査による全国の規模別の度数率をみると、調査産業計、製造業
ともに規模が小さくなるに従って度数率は高くなっており、製造業では労働者数
30～49人規模の事業場の度数率は、労働者数1,000人以上規模の事業場の約
12倍となっています。

事業場規模別度数率（平成24年）（全国）

事業場規模別死傷者数（休業4日以上）（平成25年）（東京）

度数率とは、 ×1,000,000
労働災害による死傷者数（休業1日以上）

延べ実労働時間数

規模100人～299人

規模50人～99人

規模30人～49人
2.93

2.97

2.6

2.34

2.13

1.51

1.49

1.06

1.06

0.61

0.42

0.25
規模1,000人以上

0 1 2 3 度数率

調査産業計

製造業

規模300人～499人

規模500人～999人

300人
以上
1,364人
（14.2%）

100～299人
1,664人
（17.3%）

100～299人
1,664人
（17.3%）

50～99人
1,094人
（11.3%） 30～49人

1,222人
（12.7%）

10～29人
2,253人
（23.4%）

1～9人
2,042人
（21.2%）

9,639人
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11 平成25年死亡災害事例（抜粋）

製造業死亡災害事例

建設業死亡災害事例

　東京労働局ホームページにて、平成25年に発生したすべての死亡災害事例を、
掲載しています。

月 業種
職種 事故の型

発生状況の概要年齢
起因物経験

6月
パルプ紙
紙加工品
製造業

作業者・技能者 はさまれ、
巻き込まれ

自動圧縮梱包機で古紙の圧縮・梱包作業を実施していたと
ころ、機械の可動部と柱に頭部をはさまれた。60歳代

その他の一般
動力機械40年以上

12月 金属製品
製造業

金属製品製造工
（一貫作業によるもの）

はさまれ、
巻き込まれ

旋盤を使用して自動車部品工作機械の部品の表面処理加工
をしていたところ、身体の一部が巻き込まれ当該機械に強
打したもの。病院に搬送されたが死亡が確認された。70歳代

旋盤35年以上
40年未満

月 業種
職種 事故の型

発生状況の概要年齢
起因物経験

1月 その他の
建設業

作業者・技能者 墜落、転落 焼却炉補修及び整備工事において、設置されている廃熱ボ
イラーの内部に足場を設置して水管の清掃作業を行ってい
た。被災者は、外に出ようとして足場上を移動していたと
ころ、足場の昇降用タラップの開口部から約3m墜落し、
下部に設置されていた灰の搬出用のスクリューコンベヤー
に巻き込まれた。

40歳代

足場1年未満

6月 建築工事業

配管工 墜落、転落 被災者は、高さ２．４ｍの脚立を用いて、高さ１．７ｍの踏
板に乗り、高さ３．３ｍの天井付近に固定された排水管を
切断し、取外す作業を行っていた。被災者は取外した排水
管を床面に下ろすため、踏板を一段降りた際に足を踏み外
し、床面に墜落した。

40歳代
はしご等1年以上

5年未満

7月 建築工事業

作業者・技能者 墜落、転落 被災労働者は、地下２階のエスカレーターの上部乗降口付
近で、当該エスカレーター内部の調整作業を行っていた。
当該エスカレーターは、調整作業のため踏み段が５枚取り
外されており、被災労働者は上部乗降口からトラスの内部

（深さ最大８５ｃｍ）に転落し、作動していた当該エスカ
レーターに身体を巻き込まれた。

20歳代
その他の

動力運搬機1年以上
5年未満

9月 建築工事業

防水工 墜落、転落 屋根の上での防水工事において、雨漏りのする箇所を探し
ていたところ、足下の明かり取り（建物内に日光を取り入
れるために屋根に取り付けられた透明な板）を踏み抜き、
約5メートルの高さから墜落した。

40歳代
屋根、はり、もや、

けた、合掌5年以上
10年未満

11月 建築工事業

とび工 墜落、転落 マンション大規模修繕工事において、外部足場（枠組
足場）の解体作業中の被災者が、当該足場の１１層目
の布板を取り外した後、１０層目床から１７．２ｍ下の
植栽へバランスを崩して墜落した。

30歳代
足場10年以上

15年未満
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運輸業死亡災害事例

第三次産業死亡災害事例

月 業種
職種 事故の型

発生状況の概要年齢
起因物経験

10
月

道路貨物
運送業

貨物自動車
運転者 激突

荷の積込先事業場の事務所から出た被災者が、同事業場敷
地内に停車した被災者のダンプトラックに戻ろうとしたと
ころ、前進してきた積込先事業場の労働者が運転するトラ
クターショベルにひかれ死亡した。50歳代

整地・運搬・積
込用機械1年未満

12月 道路旅客
運送業

乗用自動車
運転者 交通事故（道路）

被災者が運転するタクシーが、スリップを起こして左側の
ガードレールに衝突した後、中央車線で停止した。被災者
は車内で119番通報と会社へ事故報告していた時に、個
人タクシーが被災者のタクシーに衝突し、更に中型貨物自
動車が衝突した。その衝撃で被災者が死亡した。50歳代

乗用車、バス、
バイク5年以上

10年未満

月 業種
職種 事故の型

発生状況の概要年齢
起因物経験

1月 その他の
接客娯楽業

作業者・技能者 転倒 被災者は、テニス練習場の指導員としてレッスンを行って
いたところ、後ろ向きに走る動作（バックステップ）をし
た際に後方へ転倒し、頭部を強打した。20歳代

通路1年未満

4月 清掃と畜業

ゴミ収集員 はさまれ、巻き
込まれ

ゴミ収集車がバック走行して建物内の集積所に入ろうとし
た際、同ゴミ収集車の荷台上にいた被災者が車両と車両の
高さ制限を示す鉄骨との間に頭を挟まれたもの。

50歳代

トラック1年未満

6月 その他の
事業

警備員 転倒 都内施設の駐車場内において、被災者は門扉の鍵を施錠す
るため、自転車で移動したところ、転倒し頭部を強く打ち
頸椎を損傷したうえ呼吸停止に至った。70歳代

その他の仮設物、
建築物、構築物等

1年以上
5年未満

8月 その他の
事業

警備員 交通事故（道路） 高架橋の耐震補強工事現場において、片側交互通行作業帯
を設置し作業を行っていたところ、横断歩道の歩行者誘導
を行っていた被災者が突進してきた乗用車にひかれ、当該
乗用車と作業エリア内に停車していたトラッククレーンに
挟まれた。

60歳代
乗用車、バス、

バイク
1年以上
5年未満

12月 その他の
事業

技術者
墜落、転落

浄水場の設備調査のため、汚水撹拌槽（３ｍ×５ｍ×高さ
２．６ｍ）の上で２名で写真撮影し、写真を撮り終わり槽の
上を歩き、被災者が木製の蓋に乗ったところ、蓋がたわみ
汚泥の溜まった槽内に落ちて死亡した。

50歳代

その他の装置、
設備30年以上

35年未満
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12 過去５年間の項目別有所見率等の推移
─ 有所見率が半数を超えている定期健康診断 ─

　定期健康診断実施状況を見ると、何らかの所見のある割合が年々高くなってお
り、健康診断項目別に見ると、血中脂質、肝機能及び血圧の有所見率が高くなっ
ています。

定期健康診断検査項目別有所見率（全国）

定期健康診断検査項目別有所見率（東京）
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13 業務上疾病発生状況の推移
─ 増加傾向の業務上疾病 ─

　平成25年の東京労働局管内の業務上疾病（死亡及び休業4日以上。以下同じ）
の発生件数は、災害性の腰痛が前年比で24.8%減少したこと等から、前年に
比べ△19.9%減少となりましたが、災害性の腰痛は業務上疾病全体の57.7%

（全国56.3%）と依然として高い比率を占めています。

業務上疾病発生状況の推移
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　平成25年の一酸化炭素中毒の発生件数は、ここ数年の高止まり傾向から一転して前年より
5件減の5件発生に止まりましたが、建設業において2名の死亡者が発生しています。

　東京労働局管内の業務上疾病の発生状況を業種別に見ると、保健衛生業、商業・金融・広
告業、運輸交通業に多く発生しています。

「負傷に起因する疾病」の多くは、「災害性腰痛」で占められています。

平成25年　業種別・疾病別発生状況

一酸化炭素中毒による労働災害の推移
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被災者数（東京）■ 死亡（全国）　■ 死亡（東京）
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被
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者
数（
東
京
）・
死
亡
者
数（
東
京
・
全
国
）（
人
）

（1）年別推移

（2）業種別発生状況（東京）

注：被災者数は、休業4日以上の死傷者数。
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接客娯楽
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13.0％
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警備
5人12.5％

その他
4人
10.0％
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熱中症の発生状況の推移
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請求件数
認定件数
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（件）
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（1）脳血管疾患及び虚血性心疾患等（「過労死」等事案）の労災補償状況【全国】

（2）脳血管疾患及び虚血性心疾患等（「過労死」等事案）の労災補償状況【東京】

注1：本グラフは、労働基準法施行規則別表第1の2第9号の「業務に起因することの明らかな疾病」に係る脳血管疾患
　　　及び虚血性心疾患等（「過労死」等事案）について集計したものである。
注2：認定件数は当該年度に請求されたものに限るものではない。

注：認定件数は当該年度に請求されたものに限るものではない。

平成24平成24 平成25

平成24

14 脳・心臓疾患、精神障害の労災認定件数の推移

　近年、長時間労働やストレスなどによる過重労働が原因となって、脳血管疾患
や心臓疾患、うつ病などの精神障害を引き起こすケース（「過労死」や「過労自殺」
ともいわれます。）が多くみられます。

1．脳・心臓疾患の労災補償状況
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2．精神障害等の労災補償状況

請求件数
認定件数（件）
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475（93）

平成20 平成22平成21 平成23 平成24 （年度）

平成23 （年度）

（1）精神障害等の労災補償状況【全国】

注：認定件数は当該年度に請求されたものに限るものではない。 ※（　）内はうち自殺件数
　（未遂も含む）
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（2）精神障害等の労災補償状況【東京】

注：認定件数は当該年度に請求されたものに限るものではない。 ※（　）内はうち自殺件数
　（未遂も含む）
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15 東京の労働衛生関係災害発生事例（平成25年）

化学物質による中毒等
発生月 事業の種類 原因物質等 災害のあらまし

4月 建設業 一酸化炭素 　低層木造住宅の地盤改良工事現場において、室内で発電機を用いて、杭打機で単管パイプを埋め込む
作業を行っていたが、換気がなされていなかったため、一酸化炭素中毒になったもの。

６月
鉄骨・鉄筋コンク
リート造家屋建築

工事業
一酸化炭素

　ビル新築工事において、１階床面のコンクリート切断工事のため仮囲いを設け、送風機を２台設置し
て仮囲いの中でエンジンカッターでコンクリート床面を切断する作業を行っていたが、仮囲い内の排気
が十分に行われなかったため排気ガスを吸引し、一酸化炭素中毒になったもの。

７月
鉄骨・鉄筋コンク

リート造家屋建築工
事業

一酸化炭素
　住宅解体工事現場において、解体工事に従事していた作業者が住宅に設置されていたエアコンにエン
ジン式発電機を接続し、室内で発電機を運転しながら休憩していたところ、一酸化炭素中毒により２名
が死亡したもの。

１１月 試験研究業 硫化水素
　試験研究業事業場において、廃棄することとなった硫化ナトリウムを酸性廃液処理層に入れ中和した
上で流し台に排水したところ、排水管内で廃液から硫化水素ガスが発生し、別の階で流し台の清掃をし
ていた作業者が排水溝のトラップを開けたところ当該ガスが流れ出し、当該ガスを吸い込んだもの。

熱中症
発生月 事業の種類 起因物 災害のあらまし

７月 建設業 熱中症 　屋上のアスファルト防水工事に従事していたが、作業終了後具合が悪くなった。

７月 警備業 熱中症 　住宅建設現場で工事車両の誘導を行っていたところ、午後３時ごろ手足の痙攣が起きた。

７月 ビルメンテナンス
業 熱中症 　７時から14時まで(11時から１時間休憩)、窓清掃のため建物４階のバルコニーでゴンドラの土台セッ

トの作業をしていたところ、意識が朦朧とした。

８月 運送業 熱中症 　３階建ての寮にて、２人で箱入りの椅子を３階まで階段で運んだ際に突然体調が悪くなり、１階に降
りて休憩をしたが体調が悪化した。

８月 産業廃棄物処理業 熱中症    屋内の廃棄物解体現場において、装置の解体作業を行っていたところ、午後４時半ごろ気分が悪くなっ
た。

腰痛
発生月 事業の種類 起因物 災害のあらまし

１月 運送業 負傷による腰痛 　配達業務中に重量物(約10kg)を持ち上げて腰をひねった際にギックリ腰となる。

６月 保健衛生業 負傷による腰痛 　入居者の居室トイレにて排泄介助中、腰を曲げて無理な体勢から介助を続け、屈伸の際に腰に負担を
かけてしまい痛めた。

１１月 小売業 負傷による腰痛 　片付けのため中腰で前屈みになって容器の入った袋を持ち姿勢を直そうとした際、急に腰と大腿部に
痛みが走った後に痛くて動けなくなった。

感染症等その他
発生月 事業の種類 起因物 災害のあらまし

３月 製造業 腸チフス感染による
敗血症

　製造業事業場において、カンボジア工場の業務指導のため１か月ほど出張し、業務終了したため帰国
したが、帰国直後に腹痛、発熱等の症状が現れ、救急車で病院に搬送され、腸チフス感染による敗血症
と診断された。

５月 保健衛生業 肝炎ウィルス 　病院において外来患者の診療中、ストレッチャーに乗った患者の点滴を実施後、針を片付けた際誤っ
て指に注射針を刺したところ、患者がＣ型肝炎に感染しており、急性Ｃ型肝炎を発症したもの。

９月 社会福祉施設 疥癬 　訪問介護サービス提供のため利用者宅にて身体介護サービスを実施していたところ、利用者が疥癬の
感染者であったため疥癬に感染し、発症したもの。
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16 産業保健活動総合支援事業のご案内
平成26年4月から新しい支援体制がスタート

　平成26年4月から、産業保健を支援する3つの事業（地域産業保健事業、産業保健推進センター事業、
メンタルヘルス対策支援事業）が一元化され、新たに「産業保健活動総合支援事業」として、事業場の産
業保健活動を総合的に支援します。
　独立行政法人　労働者健康福祉機構が実施主体となり、地域の医師会などの協力のもと事業を運営します。
　労働者のからだと心の一体的な健康管理や作業環境管理、作業管理などを含めた総合的な労働衛生管理
の進め方についての相談などを一元的に受け付けるなど、企業内での産業保健活動への総合的な支援を実
現します。

※地域窓口（地域産業保健センター）の所在地、連絡先は、東京労働局ホームページをご覧下さい。
※職場におけるメンタルヘルス対策の導入に係る支援のご要望については、東京産業保健総合支援センターの専門スタッ

フが対応いたします。このメンタルヘルス対策の導入に係る支援については、50名未満の事業場についても対応して
いますので、東京産業保健総合支援センターにお気軽にご相談ください。

※東京産業保健総合支援センター（旧東京産業保健推進センター）
 〒102－0075   東京都千代田区三番町6－14     日本生命三番町ビル3F
 （TEL） 03－5211－4480     （ホームページ）  　http：//www.sanpo－tokyo.jp

産業保健総合支援センター

地域窓口（地域産業保健センター）　

事業者や産業保健スタッフなどを対象に、専門的な相談への対応や研修などを行います。
 産業保健関係者からの専門的な相談への対応　
 産業保健スタッフへの研修
 メンタルへルス対策の普及促進のための個別訪問支援
 管理監督者向けメンタルへルス教育　
 事業者・労働者に対する啓発セミナー　
 産業保健に関する情報提供

都内の18労働基準監督署（支署）管轄区域毎に設置
労働者数50人未満の事業場を対象に、次の相談などへの対応を行います。

 相談対応　
　　・メンタルヘルスを含む労働者の健康管理についての相談
　　・健康診断の結果についての医師からの意見聴取　
　　・長時間労働者に対する面接指導　

 個別訪問指導（医師などによる職場巡視など）　
 産業保健に関する情報提供
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